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令和元年度美里町議会３月会議の初日に当たり、わたくしの所信

を申し上げますとともに、令和２年度の施政方針につきまして、議

員各位並びに町民の皆様の御理解、御協力を賜りたいと存じます。 

初めに、国内の情勢を眺めますと、ＧＤＰは名目・実質ともに過

去最大規模に達し、国民生活に密接に関わる雇用・所得環境も大き

く改善、特に、雇用面では、生産年齢人口が減少する中にあっても、

女性・高齢者の労働参加により就業者の増加につながっているとさ

れております。また、このような経済情勢下において、令和元年

１０月に、全世代型社会保障の構築に向け、少子化対策や社会保障

に対する安定的な財源を確保するため、消費税率の８パーセントか

ら１０パーセントへの引上げが実施され、幼児教育・保育の無償化

が開始されたのは、記憶に新しいところです。 

さて、平成を振り返りますと、平成から令和の時代に引き継がれ

た課題が多いことは否めず、人口減少・少子高齢化の進行、生産性

と成長力の伸び悩み、世界的なデジタル化の流れ、エネルギー・環

境制約の高まり、地方経済の活性化、大規模自然災害の頻発、社会

保障と財政の持続可能性など、我が国が直面する大きな変化や喫緊

の課題は、枚挙に暇がなく、特に、人口減少や少子高齢化の急速な

進展は、我が国の経済が直面する最大の壁となっているところであ

ります。 

国では、持続的かつ包摂的な経済成長の実現と財政健全化の達成

を両立させていくことが、我が国の経済が目指すべき最重要目標で

あり、引き続き「経済再生なくして財政健全化なし」の基本方針の

下、経済再生と財政健全化に一体的に取り組むこととしております。 

また、地方行政に目を向けると国では、地方財政対策として、人

づくり革命の実現や地方創生の推進、防災・減災対策等に取り組み

つつ、安定的に財政運営を行うことができるよう、地方交付税等の
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一般財源総額について、令和元年度を上回る額を確保するとともに、

「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」を令和元年度に改訂し、

活力ある地域社会の実現と東京圏への一極集中の是正を目指す「第

２期まち・ひと・しごと創生総合戦略」を閣議決定したところです。 

 

「令和」という新たな時代の幕開けとなる令和２年度は、美里町

において、平成２８年３月に策定しました「美里町総合計画・美里

町総合戦略」の基本計画５年間の最終年度となります。これまで、

「教育環境の充実と人材育成」「地域産業の発展と雇用の確保」

「人口減少の抑制と高齢社会への対応」「子育て環境の整備」の４

つの視点を柱に、重点実施施策の取組を進めてまいりました。令和

２年度は、これまで取り組んできた成果、課題をしっかりと検証し、

将来目標である２０４０年を見据えながら、エビデンスに基づく政

策立案に努め、次の５年間に何をすべきか、時流を捉えつつ、多く

の町民の皆様のお力添えを賜りながら、「美里町総合計画・美里町

総合戦略」の第２ステージとなる基本計画を策定してまいります。 

政策実現のためには、財政基盤の確立をはじめとした、限られた

資源である「ヒト・モノ・カネ」を今後どのように配分するかが重

要であります。窓口業務等の委託化については、計画的に進めると

ともに、保育所及び幼稚園の運営の在り方についても検討してまい

ります。また、更なる民間活力の活用を進める必要がありますこと

から、包括連携協定をはじめ様々な形で、民間事業者が有する専門

性を活用できる分野での連携強化に、積極的に取り組んでまいりま

す。町有未利用地の利活用や公共施設マネジメントの推進におきま

しても、同様に強化してまいります。 

 

わたくしの政治信条は「至誠天に通ず」であります。常に誠意を

もって事に当たれば、おのずと道は開ける。令和２年度におきまし

ても、この思いで自らが先頭に立ち、行財政運営の舵取り役を全う

してまいる覚悟でありますので、議員各位並びに町民の皆様の御理
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解、御協力を賜りますようお願い申し上げるしだいであります。 

以下、各分野にわたり、順次わたくしの所信を申し上げます。 

 

はじめに、定住化の推進について申し上げます。 

平成２７年度から取り組んでおります定住促進奨励事業につきま

しては、通勤や通学に利便性の高い本町の特色と定住者への助成制

度を広く周知し、引き続き若い世代の定住につながるよう努めてま

いります。また、活用できる空き家情報の収集及び提供に努めなが

ら、宮城県と連携して行っております東京圏から地方への人の流れ

を創る移住支援事業に継続して取り組んでまいります。 

 

次に、地域づくりに関する施策について申し上げます。 

行政区、自治会の活動につきましては、町内各地域において、そ

れぞれの地域の特色をいかした自主的な活動が展開されております

ことから、補助制度を継続することで地域活動を推進してまいりま

す。また、平成３０年度から３年間の取組とし、避難所となる地域

集会所の環境整備、防災備品の購入等への支援を行ってまいりまし

たが、令和２年度が最終年度となりますことから、未実施の行政区

の取組を支援してまいります。 

 

次に、住民交流及び平和行政の推進について申し上げます。 

地域間交流を推進する事業につきましては、多方面における交流

の掘り起こしを行いながら、交流人口の増加を図ってまいります。

特に、町名が「美里町」であることを縁に友好都市協定を締結して

おります福島県会津美里町と、特産品の相互ＰＲやイベントなどの

情報発信に努めながら、両町の住民同士の交流につながる取組を進

めてまいります。また、災害時における相互応援に関する協定を締

結しております山形県最上町につきましても、引き続き、災害時の

みに限らず、平常時からの相互交流を推進してまいります。 

国際交流事業については、お互いの文化を理解し、国際感覚を身
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に付け、より広い視野を得ることのできる貴重な機会でありますこ

とから、本町と国際友好姉妹都市であります米国ミネソタ州ウィノ

ナ市と中学生及び高校生の相互訪問を引き続き実施してまいります。 

 

平和行政につきましては、核兵器の廃絶と世界の恒久平和を願い、

非核平和推進事業を進めてまいります。将来を担う子どもたちを対

象とした平和体験学習事業や原爆パネル展などを実施し、戦争の悲

惨さ、平和の尊さを学ぶ機会の創出に努めながら、令和２年度につ

いては、「平和を考えるつどいｉｎ美里」を実施してまいります。 

 

次に、交通安全及び防犯対策について申し上げます。 

交通安全対策につきましては、交通安全指導隊の隊員確保に努め

るとともに、平成３０年３月に策定しました「美里町交通安全計画」

に基づき、交通安全指導隊をはじめ、関係機関と連携した参加型、

協働型の交通安全活動を推進してまいります。また、交通安全思想

の普及啓発にも努めてまいります。更に飲酒運転の根絶と子どもや

高齢者等、交通弱者の交通事故防止に重点を置き、「人」の視点に

立った通学路や生活道路、幹線道路における交通安全施設等を整備

してまいります。 

このような中で、令和元年７月に美里町として交通死亡事故ゼロ

２年間を達成し、今なお記録を更新し続けておりますことは、住民

の皆様の交通安全に対する高い意識、関係機関皆様の取組の成果と

考えております。 

 

防犯対策については、全国的に複雑化、多様化及び凶悪化する犯

罪の増加傾向がありますことから、遠田警察署及び町内の防犯関係

機関・防犯関係団体、小中学校、ＰＴＡ等と連携を図りながら地域

の安全運動の推進を強化し、防犯実働隊の隊員の確保に努め、住民

皆様への防犯対策の呼びかけと犯罪の未然防止に努めてまいります。
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次に、地域公共交通対策について申し上げます。 

住民バスの運行につきましては、より利便性の高い身近な移動手

段として、安全・安心な運行を実施してまいります。また、利用者

の要望に応じた運行路線の見直し、南郷地域で実施しておりますデ

マンドタクシーの運行等、地域公共交通の効果的な運行体系の確立

を目指し、利用者の利便性の向上に努めてまいります。 

平成３０年度から実施しております自動車運転免許証を自主返納

した住民への住民バス及びデマンドタクシーの無料乗車券を交付す

る事業については、引き続き、関係機関と協力しながら、高齢者の

自動車運転による事故の防止につながるよう、制度を周知してまい

ります。 

 

次に、地域福祉の推進について申し上げます。 

地域で支え合う福祉社会の実現につきましては、「第１期美里町

地域福祉計画」に基づき、社会福祉法人美里町社会福祉協議会、民

生委員・児童委員及び各種ボランティアの活動を支援してまいりま

す。また、生活相談員の配置を継続し、関係機関と連携しながら、

児童虐待の早期発見、自殺予防等に取り組んでまいります。 

なお、「第２期美里町健康増進計画」における「こころの健康づ

くり」分野の推進を図るための行動計画として、令和２年３月に

「第１期美里町自死対策計画」の策定を予定しており、「誰も自死

に追い込まれることのない美里町」を目指してまいります。 

 

次に、高齢者福祉の推進について申し上げます。 

高齢者が住み慣れた地域で、生き生きと自立した生活を続けるこ

とができるよう、高齢者の健康づくりや一人一人の状況に応じた介

護予防等に努めるとともに、認知症への理解を深めていくための啓

発に取り組んでまいります。また、地域の医療機関、介護サービス

関係団体の協力を得ながら、福祉サービスと在宅医療が切れ目なく

一体的に提供できる体制づくりに、継続して取り組んでまいりま
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す。 

なお、平成３０年３月に策定しました「美里町高齢者福祉計画・

第７期介護保険事業計画」が最終年度を迎えることから、その事業

内容について評価し、次期計画の策定を進めてまいります。 

 

次に、障害者福祉の推進について申し上げます。 

障害のある人も、ない人も一人一人が輝き、ともに生きるまちづ

くりを進めるため、引き続き、障害への理解を深めるための研修会

の開催、各種の支援事業を実施してまいります。また、障害者グル

ープホームが町内で開所し、障害者の地域生活を支援する取組が開

始されております。令和２年度におきましては、夜間等緊急時に障

害者を受け入れることができる体制づくりを進め、更なる地域ネッ

トワークの形成に取り組んでまいります。 

障害者の方々が自立した生活を送る上で欠かせない相談支援体制

については、町内の相談支援センターで継続して取り組むとともに、

大崎圏域を一つとした重層的な相談支援体制の構築に向けた検討も

進めてまいります。 

なお、「第５期美里町障害福祉計画・第１期美里町障害児福祉計

画」が最終年度を迎えることから、次期計画の策定を進めてまいり

ます。 

 

次に、子育て支援について申し上げます。 

子育て環境の充実につきましては、これまで保育所と幼稚園の連

携を密に取り組んでまいりましたが、全国的に保育の需要が高まる

中、本町においても、待機児童は解消しておりません。 

児童の受け入れ拡大については、既存の施設では限界があります

ことから、認可外保育施設の小規模保育施設への移行を支援すると

ともに、駅東地区に保育所を整備する民間事業者を公募するなど、

民間活力の活用に取り組んでまいりました。令和２年４月には、新

たに整備された民間保育所が開園することで児童の受入れは拡大さ
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れますが、一方で、女性の社会進出、令和元年１０月に実施されま

した幼児教育・保育の無償化の影響は大きく、保育ニーズは上昇傾

向にあります。 

このような情勢下において、本町としましては、令和２年３月に

策定を予定しております「第２期美里町子ども・子育て支援事業計

画」に基づき、保育ニーズを引き続き検証しながら、保育所、幼稚

園及び児童館における児童等の受け入れ態勢をしっかりと検討して

まいります。また、児童手当、医療費助成等の支給を継続し、子育

て世代の経済的な負担を軽減してまいります。 

 

次に、保健活動の推進について申し上げます。 

生活習慣病などから住民の健康を守るための保健活動の推進につ

きましては、「第２期美里町健康増進計画」及び「第２期美里町食

育推進計画」に基づき、住民一人一人が自らの健康を守るための健

康づくりに取り組み、生涯を通じて健康で自立した生活が送れるよ

う関係機関と連携し事業を進めてまいります。 

健康寿命の延伸を実現するためには、生活習慣病の予防や疾病の

重症化を予防することが大切です。健康診査の結果に基づく個別の

保健指導の充実を図り、生活習慣の改善を促すための対策と、疾病

の早期発見、早期治療を図るため、各種検診の受診率向上に取り組

んでまいります。 

 

国民健康保険事業については、都道府県と市町村が共同で国民健

康保険の運営に当たってまいりましたが、令和２年度において、平

成２６年度末に廃止となった退職者医療制度の経過措置対象であり

ました退職被保険者が一般被保険者に移行します。本町としては、

宮城県と連携を密にして資格管理、保険給付、保険税の賦課・徴収、

保健事業等の地域における事業を引き続き担いながら、財政運営の

安定化に努めてまいります。 

国民健康保険事業として実施する保健事業につきましては、被保
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険者の生活習慣病の予防や疾病の早期発見、早期治療を図るため、

令和元年度から特定健康診査の受診者負担を無料としておりますが、

未受診者に対する細やかなアプローチを含め、特定保健指導を受診

しやすい環境づくりに努めてまいります。また、脳健康診査の６５

歳と７０歳の節目検診も実施してまいります。更には、保険者とし

て、人間ドックを受診する６５歳から７４歳までの受診者に対する

補助の拡充を継続するとともに、被保険者が高齢化する中で、新た

に６５歳から７４歳までの被保険者の聴力検査を実施し、健康増進

につながるよう取り組んでまいります。 

 

後期高齢者医療制度については、医療の発達、食生活環境の改善

などにより、人生は１００年時代を迎えると言われる中で、団塊の

世代が後期高齢者に達するいわゆる２０２５年問題を目前に控え、

被保険者数が年々増加しております。引き続き、宮城県後期高齢者

医療広域連合と連携を図りながら、被保険者の皆様が安心して医療

を受けられるよう、健全な制度運営に努めるとともに、令和２年度

は、健康診査の大切さの理解啓発に努めてまいります。 

 

健やかな母子保健活動の推進につきましては、子どもたちを取り

巻く環境が変化する中、個々の家庭や養育者が抱える問題が多様化

しており、家庭の状況に応じた個別支援と「人」と「人」をつなぐ

ネットワークづくりが大切となっております。このことから、乳幼

児健康診査や育児相談、家庭訪問の実施により、妊娠、出産、子育

ての各期間にわたって切れ目のない支援を行うほか、妊娠期の相談

体制の強化にも努めてまいります。 

 

次に、地域医療体制の充実について申し上げます。 

地域医療につきましては、周辺自治体との連携を強化し、大崎・

栗原医療圏、石巻医療圏への重篤患者の救急医療体制を確立してお

ります。平日夜間及び休日の初期救急医療については、これまでと
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同様に町立南郷病院で対応するほか遠田郡医師会、大崎市医師会等

に協力を求めてまいります。 

町立南郷病院は、今後とも地域の医療拠点として、良質な医療サ

ービスの提供に努めるとともに、「美里町病院事業新改革プラン」

に基づき、必要とされる医療スタッフの確保を図りながら、住民が

安心できる医療を提供するために、ほかの医療機関と連携を行いな

がら健全な経営に努めてまいります。 

なお、町立南郷病院を含めた多くの公立・公的病院は、国の「再

編統合の必要性について特に議論が必要な公立・公的医療機関等」

とされました。今後は、宮城県地域医療構想調整会議の場で、具体

的対応方針や構想区域全体の２０２５年の医療提供体制について協

議を重ね、合意を得ることとしております。 

 

次に、公衆衛生及び消費者行政について申し上げます。 

空き家等対策につきましては、引き続き、実態調査及び行政指導

の適正な運用を図り、良好な生活環境の保全と防犯のまちづくりを

推進し、住民の安全で安心な生活の確保に努めてまいります。 

 

廃棄物の減量化、リサイクルなどの環境に配慮した取組について

は、リデュース、リユース、リサイクルの「３Ｒ（スリーアール）

運動」によるごみ減量化及び再資源化の推進と、使い切り、食べ切

り、水切りの「３切り運動」による生ごみの減量化に引き続き取り

組んでまいります。東日本大震災以降、本町の焼却ごみの量は、増

加し高い水準で推移しておりましたが、コピー用紙等の雑がみをは

じめとした分別収集の推進もあり、令和元年度の焼却ごみの量は、

前年同期に比べ減少に転じております。このことは、美里町公衆衛

生組合連合会、地域住民と一体となって、ごみの減量化と再資源化

に継続して取り組んできた成果であると考えております。 

しかしながら、焼却ごみの量は、依然として高い水準にあります

ことから、令和２年度においても、地域での廃棄物の分別収集の周
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知徹底を図り、より一層のごみの減量化と資源化率の向上に努めて

まいります。 

また、広域行政については、大崎地域広域行政事務組合の３つの

焼却施設を統合し、新たに西地区熱回収施設を建設することとして

おりますことから、その費用の一部を負担してまいります。 

 

東京電力福島第一原子力発電所事故により発生しました農林業系

汚染廃棄物につきましては、早期の処分が必要であり、これまでに

行った試験焼却の結果を受けて、本格的な処理を関係機関と連携し

ながら、進めてまいります。 

また、令和元年１０月に発生した台風第１９号の豪雨で流され、

ほ場に堆積した稲わらについては、現在、町が借り上げている農地

に収集し保管しておりますが、今後、宮城県産業廃棄物最終処分場

の仮集積所に運び出し、その後、宮城県と連携して処分につなげて

まいります。 

 

地球温暖化対策については、平成３０年４月に策定しました「美

里町地球温暖化対策実行計画」に基づき、みやぎ環境税や国の補助

事業を活用し、公共施設の照明設備のＬＥＤ化のほか、空調設備を

高効率な設備に更新することで、温室効果ガスの排出抑制に努めて

まいりました。令和２年度は、引き続き、これまでの取組を進める

とともに、平時における温室効果ガスの排出抑制と災害時における

非常電源の確保に向けて、太陽光発電設備と蓄電池等を整備してま

いります。 

 

消費者行政につきましては、架空請求や悪徳商法による消費者被

害の防止対策や多重債務者の相談事業について、消費生活相談員を

配置して解決に向けた助言やあっせんを実施してまいります。また、

スマートフォンの普及により様々な情報が簡単に入手できる反面、

トラブルに巻き込まれるケースや架空請求の被害が全国的に増えて
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おります。本町においても、ハガキやメールを利用した架空請求や

電話勧誘による被害の発生及び相談件数が増加傾向にあることから、

関係機関との連携を強化して、住民が被害にあわないよう事前防止

に努めてまいります。 

 

次に、雇用対策について申し上げます。 

雇用情勢につきましては、ハローワーク古川における有効求人倍

率が、令和元年１２月末日現在で１．２６倍と前年の同時期と比べ

減少しているものの、依然として高い水準で推移しております。 

ハローワークでは、令和２年１月からインターネット上でこれま

での求人情報の発信のほかに、求人・求職情報のマッチング支援等

が開始され、サービスの利用がより容易になることが期待されます。

今後もハローワークや職業能力開発機関等との連携を継続しつつ、

雇用情報及び就労訓練情報を定期的に収集し、広く周知を図りなが

ら求職者の支援に努めてまいります。また、平成３１年４月に施行

されましたいわゆる「働き方改革関連法」に伴い実施されます各種

制度については、引き続き、町内事業所への情報提供に努めてまい

ります。 

高齢者の就労促進については、急速な高齢化が進むことで、就業

を希望する高齢者の増加も見込まれますことから、公益社団法人美

里町シルバー人材センターの運営支援を通して、引き続き、高齢者

の社会参加及び就業機会の確保に努めてまいります。 

 

次に、産業振興について申し上げます。 

はじめに、農業の振興について申し上げます。 

今般の農業情勢については、日米自由貿易協定、環太平洋経済連

携協定、日欧経済連携協定と相次ぐ巨大自由貿易協定の発効で一段

と国内農業への脅威が強まっております。 

日本農業はかつてない自由化時代に入るとも言われており、農業

従事者の減少や高齢化の進行、人口減少に伴うマーケットの縮小と
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相まって、より厳しい環境下に置かれることが想定されます。その

ような中で、行政、関係団体及び生産現場が一体となって取り組む

ことはもとより、生産者自らの経営判断で意欲的に経営できる環境

を創出することが重要であり、多様な農業経営、攻めの農業経営を

支援していく必要があります。 

そのためには、経営所得安定対策推進事業、農作物産地形成促進

事業、人・農地プラン推進事業、農地中間管理事業等、施策の中核

を担う関連事業の連携を強めるとともに、市場や消費者の需要に応

じた生産、いわゆるマーケットインの生産体制を構築していかなけ

ればなりません。生産、流通、販売に関わる多種多様な皆様と連携

しながら、地域農業の持続性を失わないよう、引き続き支援してま

いります。 

 

町の主力作物である米、麦及び大豆の生産につきましては、需要

動向に基づく生産の目安に則した作付けが行われ、国が示す適正生

産量と同水準となった一方で、土地利用型の加工・業務用野菜の取

組については、更なる推進が必要な状況にあります。 

このような中、経営所得安定対策につきましては、美里地域農業

再生協議会が策定しております「美里地域水田農業ビジョン」に掲

げられた水田農業の将来像「水田フル活用による収益性の高い農業」

の実現に向け、米、麦及び大豆の需要に即した生産の振興及び所得

の向上が見込まれる土地利用型野菜の産地化を図るため、生産強化

に向けた体制整備を進めてまいります。 

 

担い手の確保対策につきましては、平成２８年度以降、継続的に

集落営農組織の法人化に向けた取組を支援してまいりましたが、令

和元年度からは、集落営農組織の法人化の促進を図りながら、新設

法人の経営安定化に向けた、実経営につながる支援に取り組んでお

ります。令和２年度におきましても、引き続き、各種セミナーの開

催等を通して、実経営につながるより実践的な支援を展開してまい
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ります。 

農産物の付加価値向上に向けた取組につきましては、「生み、育

て、活かす」の推進方針の下、各事業者の取組段階に応じた支援を

実施するとともに、農産物や加工品が持つ背景や開発のストーリー

を活かした商品の創出、また、開発した商品を継続的に販売できる

人材の育成に努め、販路の創出に取り組んでまいります。 

北浦梨のブランド化と販路拡大については、令和２年度において

も、これまでブランド化推進に取り組んでおります「北浦梨ブラン

ド化研究会」を引き続き支援するとともに、町内の飲食店はもとよ

り、仙台圏域の飲食店等との連携も図りながら「北浦梨フェア」を

広域的に展開してまいります。 

 

畜産振興につきましては、ピーク時から僅かに下落が見られるも

のの、子牛の取引価格は依然として高止まりの状況が続いており、

繁殖農家、肥育農家の双方において、素牛導入の大きな負担となっ

ております。 

地域内の一貫生産、耕畜連携体制を推進するため、引き続き、繁

殖牛導入に係る無利子貸付を実施してまいりますとともに、肥育素

牛の導入につきましても、購入助成を継続してまいります。 

 

農業農村整備につきましては、ほ場整備事業出来川左岸上流地区

の着工、また、同地区において、農地集積や事前転作等が円滑に進

められるよう関係機関とともに推進してまいります。農業用水利施

設につきましても、関係機関との連携の下、適正な管理に努め、農

業用水の安定利用及び水利用の合理化を促進しますとともに、台風

第１９号の教訓も踏まえた水利施設の計画的な更新を支援してまい

ります。 

一方、農業が持つ多面的な機能が将来にわたり発揮されるために

は、集落機能の維持向上が必要であり、そのためには、地域ぐるみ

での取組が重要となります。農地・水保全管理対策事業を継続して
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実施し、町内の農地、水路等、地域資源の保全管理を推進してまい

ります。 

 

大崎地域１市４町で構成する大崎地域世界農業遺産推進協議会を

中心に取り組んでおります世界農業遺産の関連事業につきましては、

「世界農業遺産保全計画」いわゆるアクションプランに基づき、周

遊ルート、フィールドミュージアムマップ、案内表示等の整備活用、

世界農業遺産ブランド認証米の推進、副読本を活用した人材育成な

ど、フィールドミュージアム構想の具現化に向けた取組を推進しま

すとともに、引き続き、積極的な広報・プロモーションを展開して

まいります。 

 

農地利用の最適化の推進につきましては、より一層、担い手への

農地の集約化、遊休農地の解消と発生防止、農業従事者の新規参入

の促進に努めてまいります。また、農地中間管理事業等を活用しな

がら、農業経営の安定化にも取り組んでまいります。 

 

林業施策につきましては、森林資源の適切な保全及び森林が持つ

多面的機能の維持に努めてまいります。令和２年度は、森林所有者

を対象に森林管理に関する意向調査を実施しますとともに、「経営

管理権集積計画」の作成に着手し、森林経営管理制度の適正な運用

を図ってまいります。 

 

次に、商工・観光の振興について申し上げます。 

令和２年１月発表の日本銀行地域経済報告における東北地方の経

済見通しは、前年の同時期に比べ、「弱めの動きが広がっているも

のの、緩やかな回復を続けている」とされたところであります。 

一方、製造業においては外需の鈍化による影響、住宅投資におい

ては震災復興需要の収束による影響を受けている状況であります。 

更には、消費税増税の影響と東京五輪後の反動により、景気の後
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退局面を迎えることが大方の予想であることから、今後の景気動向

を注視するとともに、国の経済対策と協調しつつ事業者支援や消費

拡大に向けた取組を推進してまいります。 

 

「地域経済をより元気に」その原動力である中小企業・小規模事

業者を手厚くサポートします遠田商工会におきましては、経営者の

高齢化や人手不足といった深刻な課題に直面する中にあってもなお、

その構成会員数を維持しつつ組織率の向上を図っております。町と

しましては、中小企業の良き伴走者である遠田商工会への継続した

支援を通じながら、経営発達段階に応じた支援、経営改善支援、事

業承継支援等を推進しますとともに、生産性向上特別措置法に係る

基本計画に基づき、先端設備等の導入等を支援してまいります。 

 

起業・創業支援の中核施設である美里町起業サポートセンター

「Ｋｉｒｉｂｉ」は、開所してから３年目を迎えます。これまで、

各種セミナーを継続的に開催するとともに、施設の利用環境の改善

に取り組んだ結果、利用者の増加につながっております。令和２年

度においても、引き続き、起業相談会や各種セミナー等を開催する

とともに、小規模事業者支援、商品開発、販路開拓、ブランド化、

物産観光の振興等、関連する業務との連携を一層深めることで、利

用者の確保に取り組んでまいります。 

 

工業の振興につきましては、いわゆる「地域未来投資促進法」に

基づく「ものづくり」「農林水産・食品産業」等の各基本計画、ま

た、同基本計画にもとづく土地利用調整計画の円滑な推進を図ると

ともに、東日本大震災復興特別区域法による民間投資促進特区制度、

更には、美里町企業立地促進奨励金制度等の活用を図りながら、既

存事業所への支援及び新規事業所の誘致に努めてまいります。 

 

観光・物産の振興につきましては、関係機関と連携を図りながら、
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各種観光イベントや物産イベント等を積極的に展開し、町の魅力を

発信してまいります。また、町内の土地、歴史、建物など地域資源

の洗出しを行い、将来の観光資源化に向けた検討を実施するととも

に、各種催事に対する支援につきましても、従来の催事支援に加え、

企画提案型の催事支援を実施することにより、新たな催事の掘り起

しと賑わい創出を図ってまいります。 

美里町交流の森・交流館「でんえん土田畑村」については、平成

３０年度に策定しました長寿命化計画に基づいて、令和２年度に大

規模改修を実施し、施設の長寿命化と施設利用者の利便性の向上を

図ってまいります。また、物産観光拠点と位置づけておりますこと

から、田園風景が広がる南郷地域の魅力を様々な形で発信し、交流

人口の拡大や地域の賑わいを創出、ひいては地域の活性化につなが

るよう取り組んでまいります。地域農業の発展と地域経済の推進拠

点となっております美里町農産物直売所「花野果市場」については、

空調設備の更新工事を行ってまいります。 

 

次に、土木行政について申し上げます。 

はじめに、道路事業について申し上げます。 

道路は、住民の生活を支える社会基盤であるため、引き続き安全

で安心な維持管理及び整備に努めてまいります。 

道路維持管理は、道路の点検、パトロール等を実施し、状況を把

握しながら、適切に対応してまいります。また、劣化が進む施設の

修繕については、橋りょうの点検及び修繕を行いながら、主要な幹

線道路の修繕工事を進めてまいります。道路整備については、交付

金事業を活用した歩行スペース確保等の整備及び令和元年度に引き

続き集落道路等の整備を実施してまいります。 

国道及び県道の整備や環境改善の推進につきましては、「美里町

内国道・県道整備促進期成同盟会」を中心に要望活動を進めてまい

ります。国道は、渋滞緩和対策として国道１０８号の道明
どうみょう

及び蛇
じゃ
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交差点の改良事業、県道は、事業着手している主要地方道石巻鹿

島台色麻線の歩道整備及び主要地方道鹿島台高清水線と国道１０８

号小牛田バイパスを直結する牛飼バイパスの整備について、早期完

成を強く要望してまいります。 

 

排水対策については、近年、集中豪雨による被害が全国的に多発

しておりますことから、町内の排水施設の維持管理に一層努めてま

いります。また、排水不良箇所とされている南郷地域の排水対策に

ついては、農業集落排水事業を活用し、実施してまいります。 

 

公園施設については、長寿命化計画に基づき、施設の改修等を行

うとともに、都市公園の施設等点検及び修繕を実施し、利用環境の

改善整備に努めてまいります。また、チビッコ広場については、実

情に即した維持管理に努めてまいります。 

 

次に、建築行政について申し上げます。 

災害に強いまちづくりを促進するため、道路沿いの危険なブロッ

ク塀等の除去に対する支援を実施するとともに、木造住宅の耐震診

断、耐震改修につきましても支援を継続し、住民の安全確保に努め

てまいります。 

また、住宅施策については、公営住宅等の長寿命化計画に基づき、

令和元年度から町営北浦第二住宅及び町営山の神住宅の建替工事に

着手しておりますが、令和２年秋以降の入居を目途に現在、工事を

進めております。また、そのほかの町営住宅についても、快適な住

環境の整備を引き続き進めてまいります。 

 

次に、居住環境対策について申し上げます。 

水道事業会計につきましては、令和元年１０月使用分から水道料

金の改定を実施しておりますが、更なる経営の効率化を図りながら、
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持続可能な事業運営と健全経営に努めてまいります。 

安全で安心な水道水を安定供給するため、引き続き、石綿セメン

ト管更新による管路の耐震化や蜂谷森配水池に緊急遮断弁を設置す

るほか、漏水調査を継続して実施することにより有収率の向上を図

ってまいります。また、令和２年度は、将来にわたって、管路をは

じめ水道施設全般を効率的かつ効果的に維持管理するために、水道

施設更新計画を策定してまいります。 

 

下水道事業につきましては、「美里町下水道基本構想」に基づき、

生活環境の改善及び公共水域の水質保全を図るため事業を進めてま

いります。公共下水道事業は、本小牛田・北浦・青生地域の未整備

地区の整備を進め、供用開始区域の拡大を図ります。また、必要に

応じて全体計画の見直し、事業計画の変更を行ってまいります。農

業集落排水事業については、施設の長寿命化を図るための「最適整

備構想」に基づき、南郷第２地区及び南郷第３地区の処理施設の改

修工事、中埣地区の改修に向けた実施設計に着手してまいります。

浄化槽設置整備事業は、合併浄化槽の設置に対する補助制度を活用

し、実施してまいります。 

下水道の健全な経営については、安心で快適な下水道サービスを

持続的かつ安定的に提供するための指針として策定しました「美里

町下水道事業経営戦略」に基づき、引き続き下水道接続奨励金を活

用しながら下水道への早期接続を推進し、水洗化率の向上と健全な

財政運営に努めてまいります。 

農業集落排水事業で取り組んでおります南郷地域の雨水対策事業

については、「南郷地域排水実施計画」に基づき、早期の工事完了

に向けて継続して取り組んでまいります。 

なお、上下水道事業の窓口サービスの利便性向上と緊急時等にお

ける迅速な対応を図ることを目的として、上下水道事業の組織統合

に向けた準備を進めてまいります。 
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次に、防災及び消防体制を確立するための対策について申し上げ

ます。 

防災対策につきましては、「美里町地域防災計画」に基づき、防

災体制の維持に努めるとともに、平成３０年３月に策定しました

「美里町消防施設等整備計画」に基づき、防災施設の適正な管理に

努めてまいります。 

地域防災については、行政機関や消防機関だけでなく、自主防災

組織、企業等を含めた、地域が一体となった地域総合防災による取

組が有効でありますことから、自主防災組織間の連携強化など、地

域総合防災体制の一層の強化について、今後も引き続き支援してま

いります。また、防災行政無線の戸別受信機設置に対する補助制度

を継続し、聞こえにくい地区、聞こえにくい場所の解消に努めてま

いります。 

 

消防団については、火災のみならず、地震、大雨等による災害時

の応急対応と住民に対する避難情報の伝達、被害情報の収集等、そ

の果たす役割は非常に大きなものがあります。特に、火災発生時に

は、消防団による初期消火活動の重要性が高いことから、消防団員

の確保に努めるとともに、遠田消防署等関係機関の協力を得て団員

の規律や操法技術の向上、更には、消防団組織の充実強化に一層努

めてまいります。また、予防消防については、婦人防火クラブ、消

防団後援会等の関係団体と連携しながら、住宅用火災警報器の設置

の促進と維持管理の周知、火災予防広報等の啓発活動に、引き続き

取り組んでまいります。 

 

近年、局地的集中豪雨等が全国的に発生し、大きな被害をもたら

しています。令和元年１０月に発生した台風第１９号が、記録的な

大雨により宮城県のみならず全国各地に甚大な被害を及ぼしたこと

は、記憶に新しいところです。本町においても避難勧告を発令し、

多くの住民が避難した事例を踏まえて、避難所で必要な備品や飲食
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料品などの備蓄数量を見直すとともに、全庁的な災害対応力の向上

を図るため、避難所運営マニュアル等を作成し、自然災害に対する

備えを確立し、安全・安心を実感できるまちづくりを進めてまいり

ます。また、仙台管区気象台の気象に関する「災害情報提供システ

ム」や宮城県の「土砂災害警戒情報システム」等に加え、「気象デ

ータ観測システム」を活用することで、常に最新の情報を収集し、

住民に対して適時適切に情報を提供できるよう対応してまいります。

更には、河川を管理する国及び宮城県におかれましても、引き続き

適正な管理と定期的な巡視を継続していただくとともに、危険箇所

の抜本的な改修工事を早期に実施するよう、本町から強く要望して

まいります。 

総合防災訓練については、東日本大震災や令和元年台風第１９号

の教訓から、公助と共助の役割の連携に重点を置きつつ、住民参加

型の水防訓練項目を加えながら実施し、原子力防災訓練につきまし

ても国及び宮城県と連携しながら引き続き実施してまいります。 

 

東京電力福島第一原子力発電所事故から９年が経過しようとして

おりますが、いまだに多くの福島県民の方々が全国各地に避難を余

儀なくされております。また、年月の経過から事故の記憶の風化が

危惧されるところです。ＵＰＺ自治体である本町としましても、Ｕ

ＰＺ関係自治体首長会議や首長懇談会において協議を進めながら、

女川原子力発電所の再稼働に反対する姿勢を貫き、同時に原子力災

害対策に備えていかなければならないと考えております。 

 

次に、教育行政について申し上げます。 

教育行政全般については、「美里町教育大綱」として位置付けて

いる「美里町教育振興基本計画」に基づき、計画に定めた施策を実

施するとともに、その施策の実施状況を確認するためにも、教育委

員会において、地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づき、

「教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価」を厳正
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に行い、事務の管理及び執行について実効性を高めていくよう努め

てまいります。 

なお、本計画の計画期間は、令和２年度までとしておりますこと

から、次期計画の策定に取り組んでまいります。 

 

次に、新中学校の整備について申し上げます。 

令和元年度は、教育委員会において「新中学校施設基本計画」が

策定され、教育財産取得の申出がありましたことから、新中学校整

備推進事業を立ち上げ、新中学校建設予定地の調査等を進めてまい

りました。 

令和２年度は、土地造成のための実施設計、開発許可等の手続を

行うとともに、新中学校建設予定地を適切な時期に取得してまいり

ます。また、設計・施工・維持管理を包括的に発注するための準備

を教育委員会と連携し進めてまいります。 

教育委員会においては、新中学校の開校に向けた準備を進めるた

め、「（仮称）新中学校開校準備委員会」を設置し協議してまいり

ます。 

 

次に、学校施設の維持管理について申し上げます。 

学校施設については、学校施設長寿命化計画に基づき、南郷学校

給食センターの改修工事を実施し、施設の長寿命化に取り組むとと

もに、各学校施設についても、児童生徒が安心して学校生活が送れ

るよう引き続き、適切な維持管理に努めてまいります。 

 

次に、小学校、中学校及び幼稚園の教育振興をはじめ教育行政の

各施策について、順次申し上げます。 

平成２９年３月に新しい小中学校学習指導要領が公示され、３年

の移行措置期間を経て、令和２年４月から小学校で新学習指導要領

が実施されます。子どもたちが自ら課題を発見し、自ら考え、相手

と話し合い、協働してその解決に向かう力を育てる「主体的・対話
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的で深い学び」ができるよう、また、通常学級にも障害のある児童

生徒のみならず「困難さ」を抱え、特別な支援を必要とする児童生

徒が在籍している可能性があることを前提にした指導が行えるよう

に、教育環境づくりに努めてまいります。 

学力向上については、平成２９年度から小中学校に１人ずつ配置

しております学力向上支援員を令和２年度においても引き続き配置

し、国語も含め、算数及び数学の基礎的な学力の修得に努めてまい

ります。 

 

次に、特別支援教育について申し上げます。 

これまで、特別支援教育専門員を教育委員会事務局に専従で配置

し、増加傾向にある特別支援が必要な児童生徒及び園児の保護者並

びに教職員に対して、専門的な立場からの助言や指導を行える体制

を確立し、取り組んでまいりました。令和２年度においても特別支

援教育専門員を引き続き配置し、特別支援教育コーディネーターな

どとの連携を密にしながら、児童生徒、園児が障害の有無に関わら

ず、共に教育を受けるための教育環境の充実に一層努めてまいりま

す。 

 

次に、いじめ防止・不登校対策について申し上げます。 

令和２年度においても、引き続き青少年教育相談員を配置するこ

とで、各学校の現状を的確に把握し、いじめの未然防止と早期対応

に重点的に取り組むと同時に、美里町いじめ問題対策連絡協議会及

び美里町いじめ防止対策委員会の２つの機関を中心に、いじめの実

態について情報の共有を図りながら、効果的ないじめ防止対策につ

いて、検討してまいります。不登校対策につきましては、青少年教

育相談員を中心に、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワ

ーカーなどの専門的職員の活用を図り、教育委員会と学校との連携

を密にして、学校に行けない児童生徒とその家庭に対し、継続した

働きかけと支援を行ってまいります。スクールソーシャルワーカー
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は、平成３０年度から中学校に１人ずつ配置し、令和元年度からは、

その活動を小学校にも拡大しております。令和２年度においても、

同様にスクールソーシャルワーカーを配置し、活用してまいります。 

 

次に、幼稚園教育について申し上げます。 

幼稚園教育は、近年の保育行政への需要の高まりから、幼稚園が

単に就学前の幼児教育機関としてだけではなく、保育機関としての

役割を果たすことも非常に重要となってきております。令和２年度

においても、引き続き町内の３幼稚園において、預かり保育を実施

し、できる限り受け入れる予定であります。 

こうした保育行政への需要に対応しながら、子育て支援を進めて

いくと同時に、集団生活を通して自主、自律及び協同の精神と規範

意識の芽生えを促すなど、就学前の３歳から５歳までの園児の幼児

教育に努めてまいります。 

 

次に、社会教育について申し上げます。 

住民一人一人が自己の人格を磨き、豊かな人生を送ることができ

るよう、生涯にわたってあらゆる機会にあらゆる場所を利用して学

習することができるよう努めてまいります。 

家庭教育につきましては、学校、地域社会、行政が連携して、町

内の各家庭に対して情報提供や相談対応等で家庭教育を支援してま

いります。 

青少年教育につきましては、美里町青少年健全育成町民会議など

の青少年の健全育成に取り組む団体の活動を支援してまいります。 

地域の教育力につきましては、学校と地域が一体となって子ども

たちを育む体制を充実してまいります。 

生涯学習環境につきましては、地域の学び・活動の拠点である地

区コミュニティセンター等が実施する生涯学習事業に対して継続し

た支援を行ってまいります。 
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図書館の運営につきましては、「美里町近代文学館・南郷図書館

運営方針」に基づいて、子どもから高齢者までの誰もが、いつでも

「学ぶ」「知る」ために資料、情報、学習の場を提供し、生涯学習

の拠点になるよう事業に取り組んでまいります。特に、地域の歴史

を伝えていくための地域資料の収集保存、高齢者や障害者が利用で

きる大活字本、録音図書の収集を行うとともに、千葉亀雄記念文学

室の活用を図るために、「千葉亀雄研究会」と連携を密にし、その

活動の活性化に努めてまいります。 

 

文化財保護につきましては、「美里町文化財保護活用基本方針」

に基づき、文化財の保護に努めてまいります。令和２年度において

は、指定文化財候補「応安の板碑」の新規指定に向けた調査を継続

するとともに、地域の一級史料である「後藤家文書」の解読作業を

東北大学の協力をいただきながら進めてまいります。文化財の活用

につきましては、町で所蔵する各種資料の整理と調査を行い、出前

講座や資料貸出等に用いることで、住民への周知や学習にいかして

まいります。 

美里町郷土資料館につきましては、「美里町郷土資料館運営方針」

に基づき、美里町の多様で豊かな自然と歴史・文化について、住民

と共に探求し、保全・継承し、その価値を広く発信してまいります。

また、引き続き企画展や講座を開催するとともに、民俗資料や古記

録の収集・調査を行い、歴史・文化を守り伝える拠点として積極的

に活用してまいります。 

 

最後に、スポーツ活動の推進について申し上げます。 

平成３１年３月に策定しました「美里町スポーツ推進基本方針」

の基本目標として、「誰もが、いつでも、どこでも」スポーツに取

り組める環境を整え、スポーツを「する」「みる」「ささえる」こ

とで楽しさ、喜びを享受できることを掲げております。関係団体と

連携・協力し、引き続き自主的な活動を支援するとともに、計画的
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な施設の維持管理に努めてまいります。 

なお、令和２年７月に、東京２０２０オリンピック・パラリンピ

ック競技大会が開催されます。スポーツを身近に感じることができ

る良い機会になるものと考えております。 

 

以上、令和２年度に実施する各分野の政策を中心に、私の所信を

申し上げてまいりました。 

しかし、皆様御承知のように、新型コロナウイルスによる感染の

拡大が世界各地から報告され、日本国内においても感染の拡大が心

配されております。 
本町では、現在のところ感染者の発生はございませんが、今後に

おいても感染者の発生を極力抑えるために、これまで以上に、感染

症対策に努めていかなければなりません。 

また、こうした中で、これまで申し上げてまいりました各分野の

政策に基づく、各種の事務事業が計画どおり実施できるものか、懸

念されているところであります。感染症の拡大防止を最優先課題と

し、町が計画している各種の事務事業の実施時期、実施場所、実施

内容の見直し、更には事務事業の実施の可否についても、判断を迫

られてくるものと懸念されているところであります。 

議員各位並びに町民の皆様に、こうした厳しい状況下にあること

に御理解を賜りますとともに、今後の御指導、御協力を心からお願

い申し上げ、令和２年度の施政方針といたします。 
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